
令和６年度 第４回分科会

令和７年３月19日（水）13：30～15：00
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東京都
省エネ・再エネ住宅推進プラットフォーム
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１ 既存住宅の断熱改修の推進について

(1) これまでの取組み

(2) 今後の推進について

２ リフォーム団体の活動紹介

 (1) （一社）住宅リフォーム推進協議会
・住宅リフォーム事業者団体登録制度

 (2) （一社）住生活リフォーム推進協会

 (3) （ 一財）住まいづくりナビセンター
・リフォーム評価ナビ

３ 意見交換

４ 事務局からの連絡

令和6年第4回分科会
「住宅リフォームにおける省エネ・断熱化の加速について」

次第



普及
啓発

導入
初期
検討

改修
支援

災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅普及拡大事業
省エネ改修（断熱・高効率設備）再エネ設備設置 等

診断
設計

既存住宅省エネ改修促進事業

（省エネ診断・設計補助）

(3)戸建住宅省エネ等

リフォームアドバイザー派遣

各種相談窓口

（リフォーム・分譲マンション）

普及啓発イベント

(4) マンション省エネ・再エネ

アドバイザー派遣

(5)東京都既存マンション
省エネ・再エネ促進事業

等

令和6年度 第３回連絡協議会 資料抜粋 ⇒ 以下の取組み状況について説明

１既存住宅の断熱改修の推進について

 (1)これまでの取組み
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①R6.10「住まいの情報展」アンケート

１既存住宅の断熱改修の推進について

 (1)これまでの取組み
普及啓発イベント
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②R7.1「知っていますか？エコ住宅体験会」アンケート
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東京都リフォーム総合相談窓口

（公財）東京都防災・建築まちづくりセンター内に令和6年7月25日開設

補助制度等に係る
問い合わせが多い

紹介先

・住宅リフォーム事業者団体登録制度
・リフォーム評価ナビ

１既存住宅の断熱改修の推進について

 (1)これまでの取組み
各種相談窓口

（リフォーム・分譲マンション）



対象
戸建住宅等

(二世帯住宅等の長屋の所有者）
マンション
共用部分等

事業
（耐震性有）

戸建住宅等リフォーム
アドバイザー派遣

（耐震性無）
戸建住宅等耐震化
アドバイザー派遣

マンション省エネ・再エネ
アドバイザー派遣

所管 住宅政策本部 都市整備局 住宅政策本部

窓口 東京都建築士事務所協会
東京都防災建築

まちづくりセンター
マンション管理士会
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１既存住宅の断熱改修の推進について

 (1)これまでの取組み

アドバイザー派遣等

⇒（戸建住宅等リフォームアドバイザー派遣）

アドバイスを受けた７割以上の所有者は「今後、省エネ改修を検討したい」と回答



既存住宅省エネ改修促進事業

（省エネ診断・設計補助）

１既存住宅の断熱改修の推進について

 (1)これまでの取組み

令和4年度から実施

対象：集合住宅及び戸建住宅

内容 （令和6年度）補助率・補助上限額

省エネ
診断

■省エネ診断に必要な調査費用
■BELSの評価・認証取得に必要な費用 等

省エネ診断
補助率：２/３ （上限 17万円）

省エネ設計
補助率：省エネ基準適合 ２/５（上限 18万円）

ZEH水準適合 ４/５（上限 36万円）
※令和７年度、一部拡充予定

省エネ
設計

■省エネ改修に必要な調査・設計・計画に係る費用
■改修設計についてBELSの評価・認証取得に必要な費用
■省エネ改修工事の工事監理に係る費用 等

戸数ベースでは集合住宅一括が圧倒的多数
・賃貸は市場価値の確認
・分譲は大規模修繕前の改修内容の

検討が中心

BELS取得割合の増加
１/３の物件でBELSまで取得

住戸単位は、フルリノベ時の活用が中心
住戸単位でBELS取得する場合もあり
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「診断＋設計」約3割
「診断のみ」 約7割

■賃貸ﾏﾝｼｮﾝ等一括
■分譲ﾏﾝｼｮﾝ一括

増加

■ﾏﾝｼｮﾝ住戸単位
■戸建住宅

補助実績（診断･設計）

7

戸



8

１既存住宅の断熱改修の推進について

 (1)これまでの取組み

災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅普及拡大事業

既存住宅における省エネ改修促進事業
助成対象 助成率 上限額 要件

高断熱窓 1/3 100万円/戸
・１つ以上の居室において、全ての窓について、高断熱窓を設置すること（対
象製品に関する要件あり）。

高断熱ドア 1/3 16万円/戸 ・高断熱ドアを設置すること（対象製品に関する要件あり）。

壁/床等断熱 1/3 100万円/戸
・１つ以上の居室において、外気等に接する全ての部分に断熱材を設置するこ
と（対象製品に関する要件あり）。

高断熱浴槽 1/3 9.5万円/戸 ・JIS A5532:2011に適合した高断熱浴槽を設置すること。

高断熱窓の普及状況
（東京都環境局調べ）

補助実績

※2022年度からドア単独
でも申請可能
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2 0 1 7  2 0 1 8   2 0 1 9  2 0 2 0   2 0 2 1   2 0 2 2   2 0 2 3

➢ 補助率は国庫と合わせ
て5/6（国1/2・都１
/3）

➢ 年間１～2万戸ペース

（年度）

（累計戸数）（各年度戸数）

←
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１既存住宅の断熱改修の推進について

 (2) 今後の推進について
令和７年度 環境局省エネ・再エネ住宅関連予算（案）2025東京戦略（案）で掲げた目標

都内住戸(約720万戸)の割合



普及
啓発

導入
初期
検討

改修
支援

災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅普及拡大事業
省エネ改修（断熱・高効率設備）再エネ設備設置 等

診断
設計

既存住宅省エネ改修促進事業

（省エネ診断・設計補助）

(3)戸建住宅省エネ等

リフォームアドバイザー派遣

各種相談窓口

（リフォーム・分譲マンション）
普及啓発イベント

(4) マンション省エネ・再エネ

アドバイザー派遣

(5)東京都既存マンション
省エネ・再エネ促進事業

等

（参考）令和6年度 第３回連絡協議会 資料抜粋

マンション住戸

１既存住宅の断熱改修の推進につて

 (2) 今後の推進について

60⇒
1,000件

新規
1,000戸

住まい手に
合わせた広報

５万⇒
７万戸

108⇒
1,000戸

80⇒
160件

（高齢者層・子育て世帯）

拡充（※次スライドで説明）
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④＜改修事業者の情報提供＞

⑤
〈
事
務
局
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
状
況
管
理
〉

点検結果を
情報共有

①＜都民からの申込受付＞受
付

③＜窓、ドア、給湯器に係る改修意向の確認・意向醸成につながる情報提供＞
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

点
検

②＜各局事業による点検＞

環境局(事務局)

都市整備局

住宅政策本部

キャンペーン事務局と各種アドバイザーとが連携し、窓、ドア、給湯器の点検（現状把握）、改修メリットの助言、

助成金や改修事業者の案内など各フェーズで適切な情報提供を行うことで、断熱改修の実施につなげる

状況報告

状況報告

【戸建住宅】

耐震化アドバイザー
※2000年以前のみ
必要に応じて

戸建住宅省エネ再エネ
アドバイザー

省エネ(窓・給湯器等)
再エネ点検・助言

建物劣化診断

＋ 耐震性能
チェック

【集合住宅】

省エネ点検
アドバイザー
（窓・給湯器）

（マンション全体） （各住戸）

マンション省エネ再エネ
アドバイザー

省エネ(窓・給湯器
等)・再エネ点検・助言

１既存住宅の断熱改修の推進について (2) 今後の推進について

省エネ点検改修キャンペーン概要



〇現状の窓ドア、給湯器について、アドバイザー報告書をもとに省エネ性能がどの程
度かを把握し、キャンペーン事務局が適切な情報提供を行う。

窓・ドア
〇点検項目（案）

・断熱性能
－サッシ素材・ガラス断面構成

－戸及び枠の仕様から推計

・その他劣化状況

ガラス構成

サッシ素材

給湯器

●環境局キャンペーン事務局に
よるフォローアップ

各アドバイザー報告書をもとに、

・改修メリット

・補助金情報提供

・改修事業者情報提供

などを個別状況に応じて情報提
供しながら、改修意向を確認す
る。

〇点検項目（案）
・エネルギー消費効率
－製造年数
－メーカー
－型番

・その他劣化状況

１既存住宅の断熱改修の推進について (2) 今後の推進について

省エネ点検改修キャンペーン（フォローアップ）
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〇窓改修をお勧めする際には、以下のような情報を提供することを想定しています。

補助金情報 改修事業者情報の提供

住宅リフォーム事業者団体登録の情報等を
活用して行う予定です。

改修メリット

◆アドバイザーの皆様が案内しやすいような配布物を
作成します。

案）・国、都補助金情報が掲載されたチラシ
・省エネリフォームをまとめたリーフレット など

◆国補助併給によるメリットを最大限に伝えます。

案）断熱改修メリットの例

１既存住宅の断熱改修の推進について (2) 今後の推進について

省エネ点検改修キャンペーン（フォローアップ）
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〇窓改修をお勧めする際には、以下のような情報を提供することを想定しています。

１既存住宅の断熱改修の推進について (2) 今後の推進について

省エネ点検改修キャンペーン（フォローアップ）

断熱防犯窓への上乗せ補助を実施

＜令和7年度事業の拡充ポイント＞

現行メニューである断熱窓と同程度の自己負担で、より高額な断熱防犯窓が導入可能に

防犯性能の高い
「CP部品」が有効
CPマークが目印！

＜2階建て戸建住宅の窓（11枚）の改修ケース＞

＋約100万円
の費用増

都補助164万円
参考）断熱防犯ガラスのイメージ

※本内容は、令和７年第一回都議会定例会で予算案が可決・成立された場合に確定します。

侵入者の7割が諦
めるとされる5分程
度、耐えることので
きるガラス
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⚫ 令和７年４月に、環境公社（クール・ネット東京）が省エネ

点検改修キャンペーン事務局の事業者公募を行う予定です。

⚫ 省エネ点検改修キャンペーンの実施時期については、改めて

ご案内をいたします。

１既存住宅の断熱改修の推進について (2) 今後の推進について

省エネ点検改修キャンペーン（今後の予定）



１既存住宅の断熱改修の推進について (2) 今後の推進について

 令和７年度の省エネ・再エネ住宅関連補助金等

⚫ 都内住宅の断熱改修や太陽光発電設備等の設置を進め、省エネで、災害にも強く、健康にも資する断熱・太陽
光住宅の普及拡大を促進

⚫ 令和７年度も住宅向けの再エネ設備の設置等への補助を継続

・既存住宅省エネ改修…窓/ドア改修、壁/床等断熱改修 、高断熱浴槽 

※窓/ドア改修はサイズ・性能に応じた定額制（1/3相当額）へ見直し(上限130万円/戸)

管理組合による全体改修の場合、助成単価を割増（1.2倍）（拡充）

断熱防犯窓を設置した場合、当該窓の助成単価を割増（2.5倍）（拡充）

・蓄電池システム（新規設置時にデマンドレスポンス（DR）実証参加への上乗せ補助、及び
既存蓄電池のIoT化補助を含む）、既存蓄電池の蓄電ユニット増設（新規）

・熱と電気の有効利用…太陽熱、地中熱、エコキュート/ハイブリッド給湯器（PV連携又は再エネ電力契約）、
エコキュートのDR実証への上乗せ（拡充）

・分譲マンションにおけるエコジョーズ・エコフィールへの一斉交換（新規）

・太陽光発電設備（陸屋根のマンション等への架台設置・防水工事上乗せ、及び機能性ＰＶへの上乗せ補助※を含む）
※機能性ＰＶ上乗せ補助増額：機能性の区分に応じ最大５万円/kW 最大８万円/kW

・パワーコンディショナ更新

・Ｖ２Ｈ

助成内容

拡充 災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅普及拡大事業 令和７年度予算案 702.4億円

第4回連絡協議会資料（P20）より 今回、□内に赤字を追記
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１既存住宅の断熱改修の推進について (2) 今後の推進について

 令和７年度の省エネ・再エネ住宅関連補助金等
事前申込・交付申請兼実績報告の受付時期について

事前申込 事前申込 交付申請兼実績報告

受付停止日 受付開始日 受付開始日

既存住宅における省エネ改修促進事業

家庭における蓄電池導入促進事業

戸建住宅におけるＶ２Ｈ普及促進事業

熱と電気の有効利用促進事業

太陽熱利用システム・地中熱利用システム

エコキュート・ハイブリット給湯器

補助熱源機・ヒートポンプエアコンの更新 － －

－ 令和7年5月末頃予定

令和7年3月31日

（月）

17時まで

令和7年5月末頃予定

パワーコンディショナの更新 － －

※

※ 令和5年度事業及び令和6年度事業の交付申請兼実績報告は継続して受付します。

※ 令和4年度事業の実績報告は継続して受付します。

分譲マンション省エネ型給湯機器導入促進事業

令和６年度事業 令和７年度事業

令和7年5月末頃予定

令和６年度事業の事前申込受付期間について

　電子申請の場合は、令和7年3月31日17時までに入力完了分、

　紙申請の場合は、令和7年3月31日17時までにクール・ネット東京に到着分（持参不可）

　までを受付としますので、ご注意ください。

家庭における太陽光発電導入促進事業

事業名

令和7年3月31日

（月）

17時まで

令和7年6月末頃予定

＜事前申込・交付申請兼実績報告の受付時期＞
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２リフォーム団体の活動紹介

(1) （一社）住宅リフォーム推進協議会

一般社団法人

住宅リフォーム推進協議会

概 要

2025年3月
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２リフォーム団体の活動紹介

(1) （一社）住宅リフォーム推進協議会

■ 目 的 住宅リフォーム市場の環境整備と需要喚起

「住宅リフォームは内容が様々なうえにその範囲も広く、消費者がリフォーム
を理解し適切な情報活用に至るまでには大変な労力を必要とします。またリ
フォーム事業者にとっても、新たな技術やユーザーニーズに応えるために、日々
技術やサービスの研鑽が欠かせません。

（一社）住宅リフォーム推進協議会では、住宅リフォームを取り巻く環境を整
備し、消費者・リフォーム事業者双方にとって有益かつ健全なリフォーム市場の
形成に努めてまいります。」

（協議会リーフレットより）

■ 沿 革  2000年 任意団体として設立
（（公財）住宅リフォーム・紛争処理支援センター内に事務局）

2001年「住宅リフォーム事業者倫理憲章」※を制定、
「住宅リフォーム工事標準契約書式」を作成

2005年「安心リフォーム推進宣言」の発表
2008年 一般社団法人に移行
2010年「長寿命化リフォーム」を提唱
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２リフォーム団体の活動紹介

(1) （一社）住宅リフォーム推進協議会

住宅リフォームに関連する事業者が、その社会的使命に応え、
それぞれの業態に応じて事業を適切に行う際の共通の行動規範
として、次の7項目を2001年6月の総会で制定。

2005年に「安心リフォーム推進宣言」により再確認。

1. 依頼主の期待に応え、住み心地や資産価値が最大となるよう
努める。

2. 依頼主が適切な選択と判断ができるよう、常に正確な情報の
提供に努める。

3. 見積や契約等について誤解を生じないよう正確で分かりやす
い書面により適正な業務遂行に努める。

4. 依頼主にとってよき相談者となり、クレーム等に対して誠実
な対応に努める。

5. 関係法令を遵守し、さらに高い品性とモラルの保持に努める。

6. 住まいの質の向上を目指し、専門知識の習得と技術・技能の
研鑚に努める。

7. 依頼主の理解と協力を得て、健康で安全な生活環境の実現と
資源の有効利用等による地球環境保全への寄与に努める。

※「住宅リフォーム事業者倫理憲章」
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２リフォーム団体の活動紹介

(1) （一社）住宅リフォーム推進協議会

※正会員
（公社）インテリア産業協会
 大阪ガス（株）
 押出発泡ポリスチレン工業会
（公財）鹿児島県住宅・建築総合センター
（公社）かながわ住まいまちづくり協会
 キッチン・バス工業会
（一財）熊本県建築住宅センター
（一財）経済調査会
（一財）建材試験センター
（一財）高齢者住宅財団
（一社）ＪＢＮ・全国工務店協会
（一財）静岡県建築住宅まちづくりセンター
（一社）住活協リフォーム
（一社）住生活リフォーム推進協会
（一社）住宅管理・ストック推進協会
（一財）住宅生産振興財団
（一社）住宅生産団体連合会
（一社）住宅リフォーム推進サポート協議会
（公財）住宅リフォーム・紛争処理支援センター
（一社）ステキ信頼リフォーム推進協会
（一財）住まいづくりナビセンター
（一社）石膏ボード工業会
（一社）全建総連リフォーム協会
 全国管工事業協同組合連合会
（一社）全国建設室内工事業協会
 全国建設労働組合総連合
（一社）全国古民家再生協会
（公社）全国宅地建物取引業協会連合会
（一社）全国木材組合連合会
（公社）全日本不動産協会
 東京ガス（株）
（公財）東京都防災・建築まちづくりセンター
（一財）長崎県住宅・建築総合センター
（一社）日装連リフォーム推進協議会

（一社）日本インテリアプランナー協会
（一財）日本ガス機器検査協会
（一社）日本空調衛生工事業協会
（一社）日本建材・住宅設備産業協会
（一社）日本建設業連合会
（公社）日本建築士会連合会
（一社）日本建築士事務所協会連合会
（一財）日本建築センター
（一財）日本建築総合試験所
（一財）日本建築防災協会
（一社）日本サッシ協会
 日本室内装飾事業協同組合連合会
（一社）日本住宅協会
（公財）日本住宅・木材技術センター
（公社）日本しろあり対策協会
（一社）日本住宅リフォーム産業協会
（一社）日本ツーバイフォー建築協会
（一社）日本塗装工業会
（一社）日本木造住宅産業協会
 日本木造住宅耐震補強事業者協同組合
（一社）不動産協会
（一社）プレハブ建築協会
（一社）ベターライフリフォーム協会
（一財）ベターリビング
（一社）マンション管理業協会
（公財）マンション管理センター
（一社）マンション計画修繕施工協会
（一社）マンションリフォーム推進協議会
（一社）リノベーション協議会
（一社）リビングアメニティ協会
（一社）リフォームパートナー協議会
（公社）ロングライフビル推進協会

66団体（2024年5月現在）

■ 会 員 正 会 員：66団体（住宅・住宅リフォーム関連団体及びガス・電気・通信事業者）

特別会員：102団体（都道府県、政令市、地方公社、UR、JHF、消費者団体）
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２リフォーム団体の活動紹介

(1) （一社）住宅リフォーム推進協議会

事務局長 （積水ハウス）
総務部長 （ベターリビング）
企画部長 （住宅リフォーム・紛争

処理支援センター）
業務部長 （ＴＯＴＯ）
広報部長 （大阪ガス※）

他 契約社員 3名

※東京ガスと３年交替

■ 組 織

総会

理事会

運営委員会

専門委員会

市
場
環
境
整
備
委
員
会

広
報
委
員
会

監事

事務局

技
術
情
報
委
員
会
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２リフォーム団体の活動紹介

(1) （一社）住宅リフォーム推進協議会

消費者向セミナー

シンポジウム

１．諸制度の改善要望
・会員団体の要望を集約し国土交通省に税制・予算 要望書を提出。
・会員団体の要望を集約し住宅金融支援機構に制度 要望書を提出。

２．調査研究活動
・長寿命化リフォーム等、事例収集と成功スキーム調査、テキスト作成
・住宅リフォーム事業者・消費者実態調査、リフォーム工事単価調査
・分譲・賃貸マンションリフォーム市場規模調査

３．情報提供・周知・啓発活動（令和６年度実績）
①事業者向け

・事業者向けセミナーを14か所、シンポジウムを１回（オンライン併用）開催
・事業者からのリフォームの減税制度等電話相談業務
・国土交通省、経済産業省後援の「リフォームで生活向上プロジェクト」

登録イベントによって、全国の事業者のイベントを支援（139イベント）
・「減税制度の手引き」、「関係法令の手引き」他、事業者向け冊子発行※

②消費者向け
・消費者向けセミナーを9か所で開催
・消費者からのリフォーム減税制度等電話相談業務
・地方公共団体の住宅リフォーム相談窓口担当者講習会を２7か所で開催
・地方公共団体の消費者支援制度（補助・融資など）のWEBでの周知と

情報提供
・住宅リフォーム事業社団体登録制度や安心R住宅制度のパンフ作成、動画

制作等の周知活動※
・住宅リフォームガイドブック他、消費者向け冊子発行※

■ 事業概要

ロゴマーク
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２リフォーム団体の活動紹介

(1) （一社）住宅リフォーム推進協議会

□ 住宅リフォーム
ガイドブック

内容はホームページにてご覧いただけます。（一部抜粋）

□ 標準契約書 (有料)

住宅リフォーム工事標準契約書

（中・大規模工事用）

一般社団法人

住宅リフォーム推進協議会

□ 標準注文書・請書(有料)

住宅リフォーム工事標準注文書・請書

（小規模工事用）

一般社団法人

住宅リフォーム推進協議会

刊行物

事業者向け

消費者向け

□ 知っておきたいリフォーム関係法令の手引き

事業者向け

□ もう一度、見直したいリフォーム事業のABC

事業者向け事業者向け

事業者向け
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２リフォーム団体の活動紹介

(1) （一社）住宅リフォーム推進協議会

ホームページ

https://www.j-reform.com/

■トップページ

事業者･消費者向けに
リフォーム情報を提供

検索サイト

刊行物
注文・閲覧
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２リフォーム団体の活動紹介

(1) （一社）住宅リフォーム推進協議会

https://www.j-reform.com/reform-support

■地方公共団体における
住宅リフォームに係わる支援制度検索サイト

検索サイト1

検索画面 検索結果

・都道府県、市区町村
・制度内容 選択

選択した地域の制度の一覧

制度の概要
・支援分類
・問い合わせ先等

地方公共団体が実施する補助制度を、
地域や制度内容等から検索できます。
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２リフォーム団体の活動紹介

(1) （一社）住宅リフォーム推進協議会

検索画面

■住まい再建事業者検索サイト検索サイト2

災害等により被災した住宅の補修工事等が可能な事業者を検索するサイトとして、
国土交通省の協力を得て、平成31年3月8日に開設されました。

https://sumai-saiken.jp/
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２リフォーム団体の活動紹介

(1) （一社）住宅リフォーム推進協議会

登録されているリフォーム事業者は、国の住宅リフォーム事業者団体登録制度に登録された団体の会員事
業者及び住宅の関連団体※に所属するリフォーム事業者です。

※ プレハブ建築協会、日本ツーバイフォー建築協会、日本木造住宅産業協会、輸入住宅産業協議会、全国住宅産業協会の5団体

① 事業者名

➁ 住所及び電話番号

③ 請け負う工事の種類

④ 補修工事の対応可否

⑤ 着手までにかかる期間

⑥ 対応可能な工事の規模

⑦ 住宅リフォーム事業者団体登録制度の会員事業者

⑧ 事業者が加入している団体名及び団体のロゴマーク

検索結果

検索結果の見方

■住まい再建事業者検索サイト

現在リフォーム工事に対応可能です。
優先的にお問合せください。

対応できるまでに１か月から半年程度
かかる可能性があります。事業者にお
問い合せの上、ご確認ください。

現在は補修工事対応ができません。
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２リフォーム団体の活動紹介

(1) （一社）住宅リフォーム推進協議会

検索画面 検索結果

■既存住宅状況調査技術者検索サイト

・調査・検査種別
・対応可能エリア
・物件種別
・検査指定等 選択・入力

検索サイト3
https://www.kizon-inspection.jp/

調査・検査依頼可能の事業者一覧

事業者情報
・氏名
・調査・検査対応可否
・対応エリア
・物件種別
・定休日等
・所在地
・電話番号
・URL
・所有資格



30

２リフォーム団体の活動紹介

(1) （一社）住宅リフォーム推進協議会

検索画面 検索結果

■住宅リフォーム事業者団体登録検索サイト

・都道府県
・事業者名
・工事の種類

いずれかを

選択・入力

検索サイト4

登録住宅リフォーム事業者団体の
構成員（事業者）を検索できます。

選択した地域の事業者一覧

さらに
詳しく

事業者情報
・氏名、名称
・所在地
・電話番号
・URL
・所属団体
・請け負う工事の

種類等
・地図
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２リフォーム団体の活動紹介

(1) （一社）住宅リフォーム推進協議会

安心の理由

⚫ 登録団体の実施する講習等の研修を受けています
構成員事業者は登録団体の実施するコンプライアンス研修や技術講習等の研修を受けています。

⚫ トラブルなどの相談ができます
登録団体は、相談窓口を設けて、構成員事業者の行ったリフォーム等に関する消費者からの
相談に対応し、構成員事業者に対して必要な指導等を行います。

⚫ リフォーム工事にかかる書面の交付
構成員事業者はリフォーム工事を請け負う際に請負契約書及び内訳を明確に記載した見積書を
交付します。

⚫ 万が一のときに備えた保険制度
構成員事業者は、契約時に必要な書面を交付し、一定額以上の工事では瑕疵（かし）保険に
加入します※。※注文者があらかじめ書面で不要の意思表示をしている場合を除く

⚫ 国土交通省は、取組状況の報告を受けています
国土交通省は登録団体の情報を公表するとともに、登録団体に上記の取組状況の報告をさせ、
適切に実施されているか確認しています。

■住宅リフォーム事業者団体登録制度 とは

ロゴマーク（商標登録済）

『国土交通省によって創設された制度です』

住宅リフォーム事業の健全な発達及び消費者が安心してリフォームを行うことができる環境の整備を図るために、
国土交通省の告示による住宅リフォーム事業者団体登録制度を創設しました（告示公布・施行平成26年9月1日）
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２リフォーム団体の活動紹介

(1) （一社）住宅リフォーム推進協議会
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２リフォーム団体の活動紹介

(1) （一社）住宅リフォーム推進協議会

□ 登録団体一覧 □ 登録団体PRFIFLE

「住宅リフォーム事業者団体登録制度」
に登録された16団体のご紹介および
制度についてわかりやすく解説

https://www.youtube.com/watch?v=0mkIE5Xoedo

□ 制度紹介動画
「安心の秘訣」を動画で公開中！

■住宅リフォーム事業者団体登録制度
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２リフォーム団体の活動紹介

(1) （一社）住宅リフォーム推進協議会

一般社団法人 住宅リフォーム推進協議会

電話

ホームページ

03-3556-5430

https://www.j-reform.com

ご清聴ありがとうございました。
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２ リフォーム団体の活動紹介

 (2) （一社）住生活リフォーム推進協会

東京都
省エネ・再エネ住宅推進プラットフォーム
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２リフォーム団体の活動紹介

          (2) （一社）住生活リフォーム推進協会

団体概要（組織体制）

・（一社）住生活リフォーム推進協会（HORP）

（HORPは、Housing Life Reform Promoting Conferenceの略）

・設立年度：2014年11月4日

・登録年度：2017年４月６日

・所在地（連絡先）〒101-0043

東京都千代田区神田富山町14‐3 カサイビル3階

 TEL: (03)3256-3345

・団体への入会基準

＜正会員＞

①住宅リフォーム事業者

②建設業許可、又は常勤の有資格者

（建築士等）

③リフォーム瑕疵保険に加入又は加入意思

その他加盟要件あり

（LIXILリフォームショップ加盟基準による）
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住宅リフォーム事業者団体登録とその役割

住宅リフォーム事業の健全な発展、及び消費者が安心してリフォーム
を行うことができる環境整備を目的として設立されました。

登録日 通称 団体名 正会員数

H26.9.19 ＭＫＳ (一社） マンション計画修繕施工協会 171 社

H26.12.19 ＪＥＲＣＯ (一社） 日本住宅リフォーム産業協会 292 社

H27.3.20 木耐協 日本木造住宅耐震補強事業者協同組合 593 社

H27.4.16 リノ協 (一社） リノベーション協議会 445 社

H27.5.18 ＢＬＲ (一社） ベターライフリフォーム協会 533 社

H27.5.18 ＪＰＣＡ (一社） 日本塗装工業会 1,164 社

H28.2.19 RECACO (一社）リフォームパートナー協議会 354 社

H28.7.27 全リ協 (一社）全建総連リフォーム協会 691 社

H29.4.6 ＨＯＲＰ (一社）住生活リフォーム推進協会 275 社

H29.11.9 JBN (一社） ＪＢＮ・全国工務店協会 1,548 社

H30.6.27 住推協 (一社）住宅リフォーム推進サポート協議会 190 社

H30.9.18 住活協 (一社）住活協リフォーム 356 社

H30.10.22 古民家 (一社）全国古民家再生協会 281 社

H30.11.6 木塗協 (一社）木造住宅塗装リフォーム協会 159 社

H31.4.26 ステキ （一社）ステキ信頼リフォーム推進協会 238 社

R2.8.3 日装連 （一社）日装連リフォーム推進協議会 115 社

合計 7,405 社

（参考）住宅リフォーム事業者団体 16団体

2024年12月現在 16団体あり加盟会員は
7,405社が登録されています(重複会員有)

HORP HORP構成員
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１.構成員に対する研修（人材育成①）

構成員向け研修MENU『37講座』を企画し、
構成員のスキルアップを図り、お客様の安心・満足を提供します

◆必修5講座…「職長・安全衛生責任者講習」・「RF瑕疵保
険活用セミナー」・「石綿法令講習」・「石綿作業主任者講
習」・「ストックビジネス基礎セミナー」

◆人材育成講座…15講座
「カスタマーハラスメント研修」・「建設業における働き方改
革研修」・「人材の育成と組織強化」他

◆消費者対応講座…13講座
「4号特例縮小に伴うリフォーム工事への影響」「クレーム対
応力強化講座」・「リフォーム資金プラン研修」他

◆災害対策講座…2講座「BCP講座」「危機管理への備え」

◆その他支部オリジナル講座＋HORP活用セミナー
を研修MENUとし、各支部または会員社内で実施しており
ます

また、昨年からは、構成員への「安全衛生教育」MENUも充実
させ、社内のスタッフのみならず協力業者への安全衛生教育に
も注力、更なる、安全・安心を構築しています。

足場の組立て作業従事者 特別教育 6時間 実技なし
フルハーネス型安全帯 特別教育 6時間（実技含）実技有/1.5時間
研削砥石の取替え又は取替時の試運転
業務

6時間（実技含）実技有/1.5時間

粉塵 特別教育 4.5時間 実技なし
丸のこ 4.5時間 実技有/0.5時間
石綿（アスベスト）障害 特別教育 4.5時間 実技なし

研修案内チラシ

↑研修風景



１.構成員に対する研修（消費者対応情報の提供・人材育成②）

研修実施体制…支部（委員会）単位で実施

研修については各支部毎で支部総会とセットで実施しています。
支部毎で年2回～を義務としています。

運営委員会（人材活用委員会・消費者対応委員会）を設置し
（人材活用の具体例やリフォーム瑕疵保険、石綿部会、耐震提案
等）、その活動を支部構成員に発信しています。

また、昨年から新しく事務局主催のHORP一斉セミナーを「ZOOM
ウェビナー形式」で開催、自社に居ながら、セミナーが受講できる
体制を構築しました。
（HORPホームページ会員ページからアーカイブ視聴も可能）

実施日 HORP一斉セミナー名

8/30 4号特例縮小に伴うリノベーション工事への影響について

10/25 女性活用による内勤営業育成研修

1/31 （直近情報）4号特例縮小に伴う～第2弾

2/21 リフォーム瑕疵保険活用セミナー＋石綿最新事例

4月半 経営者の為のメンタル力UP研修

2025年 HORP組織図

◆HORP一斉セミナー（ウェビナー形式）
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住宅リフォームエキスパート（増改築相談員）
講習会をHORPでも実施します！

(2025年7月以降順次開催）

１.構成員に対する研修（その他活動）

HORP会員・LRS会員限定

受講価格・開催地・日程については改めて案内いたします！

リフォーム実務経験5年以上のスタッフの方ならどなたでも受講できます！

住宅リフォーム工事を検討している一般消費者様に対し、
安心・安全のリフォーム工事・対応を提供する「専門家」の
育成をHORPの使命と考え、HORP会員への
住宅リフォームエキスパート資格の取得推進を図ります！

ホープ 太郎

ホープ工務店

株式会社ホープ工務店
〒101-0043
東京都千代田区神田富山町14-3
TEL:(03)3256-3345

住宅リフォーム事業者団体登録団体＋増改築相談員

HORP特定資格取得報償制度・研修奨励制度

◆奨励制度Ⅰ (単位:円）

区分 研修 奨励金 区分 研修 奨励金

リフォーム塾 アカデミー※
＜ビジネススキル・ネクスト

＞

受講料の約10％
×５回

外部
住宅省エネリノベーション
促進事業公募申請研修

2,000/社
(1年1回限定）

外部

既存住宅状況調査
技術者講習

(長期優良化リフォー
ム事業登録研修)

5,000/社
(1年1回限定） 外部 耐震診断研修

2,000/社
(1年1回限定）

外部 増改築相談員研修
5,000/社

(1年1回限定） 外部 長期優良化住宅研修
3,000/社

(1年1回限定）

内部
職長・安全衛生責任者

教育
（LHT安全衛生G）

1,000・3,000/
人

（年制限なし）
内部

窓マイスター研修
（新規取得）

1,500/人
(申告分のみ）

◆奨励制度Ⅱ
(単位:万円）

外部

日建学院
指定コース
(割引）

通常学費15万以
上 3万値引

通常学費8万以上
15万以下
2万値引

外部 総合資格学院
指定コース

(割引）
1万～３万
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１.HORPにおける省エネ・再エネ推進活動例

LRSのCO2削減活動

国のカーボンニュートラルへの取組みを受け、 2021年
に『LIXILリフォームショップ 環境貢献宣言』を発表。
年間コンテストの一つとして『CO2削減賞』をスタートし、
ユーザーに対してポスター・HP等で地球環境保護の
取組みを訴求しています。

CO2削減コンテストの実施

2024年4月～2025年3月間における
①全面改装リフォーム（戸建）棟数（断熱改修あり）×標準CO2削減
貢献量（次頁参考）
②CO2削減貢献対象24商品（サッシ協会の「窓の省エネ効果算定ガ
イドライン」に記載ある窓・内窓・玄関ドア・防火ドア等）の台数
CO2削減貢献量＝①＋②

CO2削減量の多い＜会社様＞＜団体＞＜エリア＞の
3部門の上位3社を表彰します。

対象商品とCO2削減貢献量
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（参考）CO2削減算出ロジック（全面改装リフォーム＝スケルトンリフォームの場合）

CO2
削減
貢献量

性能向上リフォームを通じた『環境貢献』活動に、
全加盟店様一丸となって、取組んでいただいています！
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２ リフォーム団体の活動紹介

 (3) （ 一財）住まいづくりナビセンター

東京都
省エネ・再エネ住宅推進プラットフォーム

令和6年第4回分科会
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２リフォーム団体の活動紹介

          (3) （一財）住まいづくりナビセンター

組織概要

設 立：  ２０１１年１月６日

設立趣旨： 公正・中立な立場をより明確にし、全国の公的機関等との連携強化を図り、
公益性を高めるため、2011年に「一般財団法人住まいづくりナビセンター」を設立

所 在 地 ： 東京都中央区晴海1-8-12 晴海アイランドトリトンスクエア オフィスタワーＺ 4Ｆ

役員構成： 理 事 長 深 尾 精 一 首都大学東京 名誉教授

専務理事 河 田 崇 株式会社 日本建築住宅センター 常務取締役

常務理事 青木 千枝子 一般財団法人 住まいづくりナビセンター 事務局長

理 事 大久保 恭 子 株式会社 風 代表取締役

監 事 杉 山 義 孝 元 一般財団法人 日本建築設備・昇降機センター 理事長

評 議 員 川 道 恵 子 株式会社 住まいと街設計事務所 代表取締役

評 議 員 呉 裕一朗 一般財団法人 ベターリビング 常務理事

評 議 員 齊 藤 広 子 横浜市立大学 国際教養学部 教授

評 議 員 関 谷 巖 関谷・宗像法律事務所 弁護士

評 議 員 八 野 行 正 元 一般財団法人 住宅金融普及協会 会長
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２リフォーム団体の活動紹介

          (3) （一財）住まいづくりナビセンター

● 住まいづくりのコンサルティング

● ITを活用した情報提供

● 公的機関・団体の住まいづくりに係わる活動と連携

一級建築士の資格を持つ住まいのナビゲーターをはじめとする、

住まいづくりの専門家による個別相談等を展開しています。

 消費者向け個別相談を通じたコンサルティングの実施

リフォーム事業者の施工事例と施主の体験談（口コミ評価）等の

情報を掲載する「リフォーム評価ナビ」の運営を通じ、事業者の

情報発信をサポートしています。

 リフォームポータルサイトの運営 IT活用の促進

上記のノウハウをベースに、公的機関・団体と連携し、

消費者向けには、住まいに関する相談と情報提供による支援を

行っています。

事業者向けには、事業に役立つ情報提供などを行っています。

 相談員・講師の派遣／企画支援

主 要 事 業

建材流通
住設メーカー

行政等
相談窓口

事業者団体 住宅展示場

行政
公的機関

地方建築
住宅センター

良質な住宅ストック市場の

形成・環境整備

リフォーム事業者
の情報発信を支援

消費者の住まい
づくりを支援

公的機関・団体の
活動を支援

住まいづくりナビセンター事業体系
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２リフォーム団体の活動紹介

          (3) （一財）住まいづくりナビセンター

住まいづくりの専門家である「住まいのナビゲーター」による個別相談等
を通じて、住まいづくりを検討している消費者への、より良い住まいづくり
実現にむけたサポートを行っています。

新築、建替え、リフォームから住替え、さらに実家や空家等、住まいに関わ
る多様な相談に対応しています。

[住まいナビの取組]

◇ 自主企画

● 住まいのナビゲーターによる個別相談等の実施

● 効果的な相談体制の構築 令和6年度国土交通省補助事業

● SNSによる住情報発信 LINE/note/X/Instagram/Pinterest

◇ 外部団体との連携

● 住宅展示場との連携

● 地方公共団体等との連携

● 地方住宅センター等との連携

● 国や公的団体等の活動参画および住教育活動

住まいのナビゲーター®とは？

●住まいづくりナビセンターの相談員

●リフォームや建替え、住替えなどを計画中の

消費者が納得のいく住まいづくりを実現する

ため一級建築士の資格を持つ住まいづくりの

専門家が各々の状況に適した情報を提供して

います。
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２リフォーム団体の活動紹介

          (3) （一財）住まいづくりナビセンター

セミナー講師/相談員 の派遣

住宅展示場と連携し、セミナー講師とし
て「住まいのナビゲーター」を派遣して
います。

「住宅の省エネ対策」に関し、展示場来場
者にわかりやすく解説しています。
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２リフォーム団体の活動紹介

          (3) （一財）住まいづくりナビセンター

「住まいのナビゲーター」が、
住まいづくり・リフォームを考え始めた方をサポート

健康な住まい、省エネリフォームをはじめ、さまざまな相談に対応しています

【相談事例】

〇建物概要：築19年/建売戸建

・これまで修繕は何もしてこなかった。

・ホームセンターに行った折りに屋根の改修を相談し、現地調査の上、カバー

工法での見積もりをもらった。

・カバー工法でよいのか。葺き替えをしなくてよいのか。

・外壁のクラックも生じているので、全体的に検討した方がよいかと考えている。

 (給湯器交換等含む)

・太陽光発電も考えた方がよいか。将来、家を売却することを考えた場合、太陽

光はあった方がよいか。

〇建物概要：築50年/２階建木造

・エアコンをできるだけ使わず、エコで省エネな暮らしができるようリフォームし

たい。

・自家発電、断熱、地熱利用、雨水利用などについて、尋ねたい。

・太陽光パネルを離れの倉庫屋根上に設置したい。問題ないか。

・暖炉は大変なので、ストーブで暖を採りたい。オール電化はどうか。
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２リフォーム団体の活動紹介

          (3) （一財）住まいづくりナビセンター

東京都 墨田区 住宅課主催 すみだ安心・安全居住セミナー 「高齢期の住まい 早めに備える どうする実家・自宅」にて、

「住まいのナビゲーター」が「我が家に住み続けるためのリフォーム」と題し、

「省エネリフォーム」に関して、高齢者にわかりやすく解説しています。
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２リフォーム団体の活動紹介

          (3) （一財）住まいづくりナビセンター

省エネなどのリフォームに関する情報発信機能のご案内

リフォーム評価ナビ概要 登録事業者数 ： 1018社（2025.3.10現在）

内都内事業者数 ： 133社
都内営業エリア対象事業者数 ： 241社

地域のリフォーム事業者の情報発信力の向上及び消費者が

安心してリフォームを行える環境整備を目的に、「口コミ評価」

や「リフォーム事例」等の実例情報を中心に、事業者探しに役立

つ情報を提供しています。

さらに、行政や（公財）東京都防災・建築まちづくりセンターを
はじめとする地方建築住宅センター、リフォーム事業者団体

等と連携し、国や地方の住宅政策を推進し、健全なリフォーム

市場の活性化・推進に寄与するよう努めています。

また、２０２４年１２月に同サイトの大幅リニューアルを実施して
います。

スマートフォンでの利便性を高めるとともに、登録事業者の
InstagramなどのSNSとの連動性を向上させたことにより、
充実した情報収集が可能となりました。



51

２リフォーム団体の活動紹介

          (3) （一財）住まいづくりナビセンター

■省エネを得意とする事業者の検索が可能

住まいの近くにあるリフォーム会社を検索した後、

「断熱改修（断熱材、窓、ガラス）」、

    「省エネ・創エネ・蓄エネ」での絞り込み検索により、

省エネに対応できる事業者を表示することができます。

省エネリフォームの普及促進に向けた取組み
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２リフォーム団体の活動紹介

          (3) （一財）住まいづくりナビセンター

省エネリフォームの普及促進に向けた取組み

■事例画像の掲載
リフォーム評価ナビのトップページ中段のコンテンツ「リフォーム事例を見る」より、
「断熱・窓・省エネ」のカテゴリから、省エネに関する事例情報を確認することができます。
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２リフォーム団体の活動紹介

          (3) （一財）住まいづくりナビセンター

選定した事業者のリフォーム事例一覧から、事例画像、リフォーム会社から
のコメント、参考価格、施工時期などの情報を確認することができます。

土屋ホームトピア首都圏の事例

省エネリフォームの普及促進に向けた取組み
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２リフォーム団体の活動紹介

          (3) （一財）住まいづくりナビセンター

■各地域の取組み活動の掲載

リフォーム検討中の方が居住地で検索した後、画面下に
行政による支援情報や相談会などの情報が表示されます。
各取組みの当該ページにリンクし、詳細情報を確認するこ
とができます。
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２リフォーム団体の活動紹介

          (3) （一財）住まいづくりナビセンター

■ リフォーム事業に役立つ情報提供として、 ＷＥＢセミナーを実施

リフォーム評価ナビに登録している事業者をはじめ、広く一般に向けて、
リフォーム事業に役立つトピック的な情報をオンラインセミナー形式で提供しています。
地方建築住宅センター、建築士会等30機関の共催により2022年度より実施してい
ます。

2022年9月6日 第１回

４月開始の”調査報告義務”から考える石綿対策

断熱リフォームで付加価値提案

10月開始！「グリーンリフォームローン」

2023年2月16日 第２回 知らなきゃ潰れる「インボイス制度」

2023年9月7日 第３回 初心者でもわかる！ ＣｈａｔＧＰＴ活用方法

2024年2月16日 第４回 その性能向上リノベ、本当に大丈夫!? 構造から直す本気の住宅再生

2024年10月11日 第５回 雨漏りを二度と繰り返すな！ 予防策と発生時の対応策で安心を確保

2025年2月6日 第６回
改正基準法・４号特例見直し 施行直前セミナー
さて、いよいよ、４月からどうする？ 木造住宅の構造設計

2025年2月20日 第７回 瑕疵保険で差をつける！ リフォーム事業者必見の活用法

2025年3月6日 第８回

お客様にあんしん・感動のリフォームを届けるために
実際の「お客様の声」からみえてきたこと

カスハラ対策を巡る行政の動きと、発生防止のために 最新状況をご案内！
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２リフォーム団体の活動紹介

          (3) （一財）住まいづくりナビセンター

■ 登録事業者及びリフォーム評価ナビを活用しリフォームを検討している消費者を対象に
メールにて情報提供を実施しています。

消費者に向けた情報提供

リフォーム評価ナビをご活用いただいている消費者を対象に、リフォーム評価ナビに掲載されている

記事コンテンツ及び相談会等の情報をメールでお知らせしています。

消費者向け記事コンテンツの案内メール
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２リフォーム団体の活動紹介

          (3) （一財）住まいづくりナビセンター

登録事業者に向けた情報提供

リフォーム評価ナビでは、登録事業者に向けて情報提供を行っています。

都内を営業エリアとしている登録事業者に向けて、2月20日に「東京都補助事業のご案内」として、「災害にも強く健康にも資する

断熱・太陽光住宅普及拡大事業 令和6年度事業の受付期間及び令和7年度事業の概要・今後の予定について」の情報をメール

マガジンで提供しました。
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東京都
省エネ・再エネ住宅推進プラットフォーム

令和6年第4回分科会

３ 意見交換

(1) 省エネ・断熱化の施工事業者の拡大

(2) 都補助金の申請実績のある事業者の拡大
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３意見交換

(1) 省エネ・断熱化の施工事業者の拡大

省エネ・断熱化の加速のために

① 住宅リフォーム事業者団体登録制度

プラットフォーム会員団体の事業者について
「東京都＞省エネリフォーム＞開口部/壁･床･天井･屋根等の断熱改修」で検索

49%

一般社団法人住活協リフォーム

一般社団法人住生活リフォーム推進協会

一般社団法人 ステキ信頼リフォーム推進協議会

一般社団法人全国古民家再生協会

日本木造住宅耐震補強事業者協同組合

一般社団法人ベターライフリフォーム協会

一般社団法人マンション計画修繕施工協会

一般社団法人木造住宅塗装リフォーム協会

一般社団法人リフォームパートナー協議会

一般社団法人リノベーション協議会

一般社団法人JBN・全国工務店協会

全体

② 促進事業補助金（技術力向上）活用実績
（2/3、350万円限度）

活用例 ⑤ ステキ信頼リフォーム推進協議会
「省エネルギー性能評価の考え方」webセミナー
（R4）

活用例 ① リフォームパートナー協議会
省エネリフォーム講習会の実施（R6・5）

活用例 ② 全日本建築士会
研修「住宅を中心とした省エネルギーとリフォー
ムの基礎知識」の実施（R6・5）

活用例 ③ 発泡プラスチック建築技術協会
断熱・耐震化に係る技術講習会（R5・4）

活用例 ④ 日本建材・住宅設備産業協会
断熱施工に係る動画作成（R5）
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３意見交換

省エネ・断熱化の加速のために

(2) 都補助金の申請実績のある事業者の拡大

①東京都の補助

②国の補助

③区市町村の補助 ＜リ推協HP

併用

併用プラットフォームHP

クールネット東京HP



４事務局からの連絡
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（１）プラットフォームホームページのリニューアルについて⇒３月中更新予定
https://www.juutakuseisaku1.metro.tokyo.lg.jp/syoene_saienejuutakuplatform/index.html

【新規ページ】
①リフォーム事例（７事例追加）
②会員団体の活動等紹介
③省エネ・再エネ住宅に関する施策

そのほかトップページのレイアウト等
利便性向上のための変更

【トップページのレイアウト変更】

61



４事務局からの連絡
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新規ページ①リフォーム事例（７事例追加） 新規ページ②会員団体の活動等紹介

追加事例（７事例）

戸建住宅 集合住宅

06 ZEH水準へのリフォーム
【環境共生まちづくり協会】

07 部分リフォーム
【不動産協会】

05 部分リフォーム
【ベターライフリフォーム協会】

06 断熱等性能等級７への
リフォーム【不動産協会】

04 ZEH水準へのリフォーム
【住宅生産団体連合会】

05 部分リフォーム
【不動産協会】

04 ZEH水準へのリフォーム
【住宅生産団体連合会】

各団体の以下のような活動を掲載
・プラットフォームでの活動報告資料
・普及啓発・技術力向上用のパンフレット、動画等
・イベントやセミナー
・省エネ・再エネ住宅に関連する技術資料
・計画やガイドライン

掲載する活動がありましたら、お知らせください



４事務局からの連絡
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（３）令和７年度第１回連絡協議会

4月23日（水）午後、都庁第一本庁舎5階大会議場での開催を予定しています。

（２）令和7年度の東京都省エネ・再エネ住宅普及促進事業補助金

4月1日（火）から申請受け付け開始します。

3月最終週には、要綱や申請様式などをホームページで公表します。
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